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１ はじめに 
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２ 評価委員会の意見 

◎中期目標・計画の大項目ごとの進捗 

大学法人の自己点検 

Ⅰ大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

 第１ 教育に関する目標 

中期目標・計画どおり順調に実施している。 

主な実施の特徴点 

１．各学部・学科及び各研究科における入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）を
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２．社会人のキャリア向上や資格取得など高度な学習需要に対応するため、実務教育の

強化・充実への取り組みとして、経済学研究科における行政･企業各界の外部講師に

よる講義を実施し、さらに寄附講座開設へと発展的に展開していることは評価でき

る。しかし、受講者数は未だ活況を呈する状況には至っていないように思える。これ

までの成果と反省を踏まえ、講義のネーミングを工夫するなど学生に受講意欲が湧く

ような方策をさらに講じつつ、学内外にこうした講義実施の意義を広くアピールする

姿勢が求められる。

３．「主な実施の特徴点」1～5 のほか、なごやかモデル事業、地域連携参加型学習の新

設、リメディアル教育の実施など、第二期中期目標･計画が順調に実施されているこ

とがわかり、大学側の取り組みが大変評価される。 

そのうえで、次のことを指摘しておきたい。 

各学部・学科及び研究科ごとに入学者受入方針、教育課程編成方針及び学位授与方

針を策定･公表しているが、これら三つの方針のいずれについても大学共通の基本的な

考え方を策定･明示する必要がある。特に「入学者受入方針」については、平成 27 年

1 月の文部科学大臣決定の「高大接続改革実行プラン」に沿い、平成 32 年度の高校 3

年生の大学入試から、入試のあり方も全国的に大きく改変されようとしており、名古

屋市民をはじめ全国民が各大学の姿勢や方針に注目しているので、名古屋市立大学と

しての「入学者受入方針」の全学的な検討を、国の入試改革の動向を踏まえ、着実に

進めていただきたい。 

「入学者受入方針」は、単に入学だけでなく、どういう大学を目指すのかをアピー

ルする大学の基本方針でもある。 
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【大学院博士課程

及び博士後期課程】

各年度 

70％を下回る研究

科の解消 

 平成 22

～24 年

度入試

平成 23

～25 年

度入試

平成 24

～26 年

度入試

平成 25

～27 年

度入試

医学研究科博士課程 80.8%

度入試
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大学法人の自己点検 

第４ 大学の国際化に関する目標 

中期目標・計画どおり順調に実施している。

主な実施の特徴点 

１．「国際交流センター」の設置及び学生課国際交流係の新設により組織的な強化を図る

とともに、大学間交流協定の締結を推進し、協定校数が中期計画の数値目標の 25 校に達
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大学法人の自己点検 

第５ 附属病院に関する目標 

中期目標・計画どおり順調に実施している。
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大学法人の自己点検 

Ⅲ財務内容の改善に関する目標 

中期目標・計画どおり順調に実施している。

主な実施の特徴点 

１．受益者負担の観点から、実習関連経費等の見直し、有償貸付施設の拡大、授業公開受講

 料の見直し等を実施し、自己収入比率を着実に向上させた。 

２．平成 25 年 3 月に卒業生や教職員、退職者等を対象とした全学組織である「名古屋市立

大学交流会」を設立し、開学 65 周年に向け（平成 27 年度）同窓会組織との連携強化を図

った。 

【上記自己点検結果についての意見、指摘事項】 

１．自己財源の確保及び経費の抑制に関する目標を達成するための措置として、受益者

負担の観点に立った学生自己負担の見直しや施設営繕業務の外部委託化に向けた検
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平成 26 年度においては、従来の取組に加え、若手の女整 員の雇用の推進等を図るため、
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（2）次世代育成・地球環境の保全・社会環境の整備発展 

 ① ＥＳＤユネスコ世界会議（平成 26 年 11 月）において、本会議と各種ワークショップ

に参加し、本学のＥＳＤの取り組みについて発信した。 

 ② 生物多様性研究センターにおいて、名古屋市東山総合公園と協力しＤＮＡバーコーデ

ィングに必要な基礎データの蓄積に努めるとともに、名古屋市生物多様性センターに対

し、名古屋市の外来生物の特定に協力した。 

 ③ 名古屋市の有松地区における町並み保存対策調査をはじめ、安城市、美濃加茂市、大

垣市の各地方自治体からの受託研究を行った。 

（3）地域貢献 

 ① 平成 26 年度後期の教養教育科目として、地域の人と触れ合いながら地域の課題や論

点を発見し、その解決策について議論し、共に考える「地域連携参加型学習」を開講し

た。 

② 経済学研究科における地域と密接関連した具体的な課題をテーマとするプロジェ

クト研究として、公立病院経営、ワークライフバランス、東海経済のグローバル化

に関する研究の他、名古屋市の都市経営や都市環境整備に関する研究、大都市財政

と地方交付税制度との関連性に関わる研究を実施した。 
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経済学研究科における地域と密接に関連したテーマをプロジェクト研究とする多数

の取り組みは、公立大学法人のあり方として高く評価できる。単に教育的あるいは学

術的取り組みに終わらず、東海地域に関する研究成果については、地域社会に対する






